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政策科学・国際関係論集第 18号 2018年3月 ー

地域社会と投票参加：

2016年参院選における沖縄県選挙区を中心に

久保慶明

1 投票率からみる沖縄の民意

本論文の目的は、 2016年に執行された第 24回参謡院議員通常選挙にお

ける有権者の投票参加メカニズムを、沖縄県選挙区を中心として明らかにす

ることを通じて、沖縄の民意の一端を投票率という観点から読み解くことで

ある。特に、集計レベルでは人口の規模、集中度、安定性と投票率との連関

を、個人レベルでは地域愛着度と投票参加との連関を中心に検討する。

問題の所在

2012年 12月、第 46回衆識院議員総選挙に勝利した自民党と公明党は、

その後も 2013年参院選、 2014年総選挙、 2016年参院選、 2017年総選挙

に勝利した。ただし、そうした全国的な結果とは対照的に沖縄県では苦戦し

てきた。自民党が擁立し公明党が推膊した沖縄県選挙区の候補者は、 2013

年参院選、 2014年総選挙、 2016年参院選、いずれの選挙でも落選した。 2014

年に執行された第 12回沖縄県知事選挙では、自公両党の推した現職・仲井

真弘多が、自民党を離れて立候補した前那覇市長・翁長雄志に敗れた。 2017

年総選挙では 4区で西銘恒三郎（自民）が当選したものの、 1区から 3区で

は落選した。

沖縄県でのこれらの選挙結果は、名護市辺野古での基地建設阻止を訴える

人々によって、基地建設に反対する「民意」の表れとしてしばしば言及され

てきた。たとえば翁長雄志は、 2015年に出版した著害『戦う民意』の冒頭

において、 2014年の名護市長選、名護市議選、沖縄県知事選、衆院選の結

果は「辺野古移設に反対する沖縄県民の圧倒的な民意」だとした（翁長

2015 : 3)。また、地方自治法 251条の 7第 1項の規定に基づく不作為の違
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法確認請求事件（福岡高等裁判所那覇支部平成 28年（行ケ）第 3号）につ

いて、福岡高裁那覇支部の判決を不服として沖縄県が最高裁判所に提出した

上告理由書は、「新基地建設に対する明確かつ強固な反対の民意」として

2014年総選挙と 2016年参院選に言及した (5-7頁）。

たしかに、各選挙での当選者の主張をみれば辺野古での基地建設に反対す

る「民意」は明確である。しかし、いかに選挙で勝利しようとも投票率が低

ければ民主的な正統性への疑念がつきまとう。選挙結果にあらわれた「民意」

を読み解くには投票率や棄権率にも目を向ける必要があろう l。ここで注目

されるのは、翁長が当選した 2014年の県知事選以降の国政選挙で、沖縄県

選挙区の投票率が 50%台にとどまってきたことである。国政選挙での低投

票率は全国な傾向であり、 2014年総選挙 52.66%、2016年参院選 54.70%、

2017年総選挙 53.68%であった。これに対して沖縄県選挙区の投票率は、

2014年総選挙 52.36%、2016年参院選 54.46%、2017年総選挙 56.38%で

あった2。

1 たとえば、日本学術会謡の提言「各種選挙における投票率低下への対応策」は、そ

の冒頭で次のように述べている。「日本をはじめとする先進諸国では、国政選挙を中

心とした各種選挙における投栗率低下が共通の現象となっている。『国民主権』を基

本原則の一つに据えた民主主義諸国において、各種選挙における投栗率の低下と政

治的無関心の増大は、政治の民主主義的正統性を揺るがしかねない問題として捉え

ることができる。確かに、一方で民主主義の下では『棄権の自由』も認められるべ

きと考える。しかし他方で、この間の日本でみられる現象は、『自党的棄権の増大』

というよりも、有権者の間での政治への関心や信頼感が低下したことによる投粟率

低下、とみなすことができると思われる」。日本学術会諮政治学委員会・政治学委員

会政治過程分科会「提言 各種選挙における投栗率低下への対応策J(2014年 8月

29日） [http://www.scj.go.jp/ja/info/kohyo/pdf/kohyo-22-t 198・1. pdf、2017年 10月

31日最終アクセス、以下の URLも同様］。

2 平成 26年 12月 14日執行 衆諮院議員総選挙•最高裁判所裁判官国民審査速報結

果 [http://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/data/shugiin4 7 /index.html]。第 24

回参議院議員通常選挙結果調 [http://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/data/san 

giin 24/index.html]。第 48 回衆識院謡員総選挙• 最高裁判所裁判官国民審査速報資

料 [http://www.soumu.go.jp/senkyo/48sansokuhou/index.htm1J。2014年県知事選

の投粟率は 64.13%であった。平成 26年執行沖縄県知事選挙及び沖縄県議会識員補

欠選挙 [http://www.pref.okinawa.jp/site/senkan_i/event/tijisen/h26tijisen.htm1]。
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沖縄県民の基地建設に反対する「民意」として言及される国政選挙の投票

率は、なぜ全国と同水準にとどまってきたのだろうか。本論文では 2016年

参院選をとりあげて、沖縄県選挙区における投票参加メカニズムの一端を解

き明かす。具体的には、都道府県間、沖縄県内市町村間、個人間という 3

つの水準に焦点をあわせて、それぞれにおける投票率の違いがいかにして生

じているのかを検討していく 3。

投票参加研究の整理

投票参加や政治参加の研究には膨大な蓄稼がある。邦語に限定しても、千

葉 (1978)、高木 (1986, 2011) にまとめられた選挙地理学での研究、小林

(1985)、蒲島 (1988)、三宅 (1990)、三船 (2008)、荒井 (2014)、山田

(2016)、岡田 (2017)といった著作に結実する政治学での研究が稲み重ね

られてきた。ここでは、政治学における投票参加研究を中心として議論を整

理しておきたい。

理論的にみると、次のようなアプローチがなされてきた。たとえば三宅

(2005)は、①選挙動員（政治ネットワーク、政治情報環境）アプローチ、

②政治関与（政治的社会化）アプローチ、③党派的指向アプローチ、④ 「選

挙の舞台装岡」（一票の決定能力と投票コスト）、⑤社会的属性という 5つに

分類したうえで、複合的な説明モデルを提唱した。山田・飯田編 (2009)

は、投票行動研究のアプローチを①社会的、②社会心理学的、③経済学的と

いう 3つに分類したうえで、「新たな展開」の 1つとして④選挙制度の影響

を挙げた。

方法論的にみると、分析のレベルに応じた謡論の整理が進んできた。具体

的には、集計レベルでの「投票率」を説明する研究と、個人レベルでの「投

票参加」を説明する研究の 2つである。

集計レベルでの「投票率」を説明する研究の整理としては Blais(2006)と

Geys(2006a)がある。 Blais(2006)は投票率の説明要因を、①制度、②社会経

済環境、③政党システムと選挙帰結、という 3つに分類した。これに対して

3 戦後沖細における参緞院選挙データの分析として白烏 (2004) がある。
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Geys(2006a)は、投票率の説明要因を①社会経済変数、②政治変数、③制度

変数の 3つに分類したうえで、過去の研究結果のメタ分析を行った。その結

果、社会経済変数では「人口の規模」「人口の安定性」、政治変数では「選挙

の接戦度」「選挙運動支出」、制度変数では「選挙制度」「義務投票制」「同日

選挙」「登録制」が投票率を左右するとした。

個人レベルでの「投票参加」を説明する研究の整理としては Geys(2006b) 

とSmetsand van Ham (2012)がある。 Geys(2006b)は、投票参加の経済理

論に焦点を絞った整理を行った。それに対して Smetsand van Ham (2012) 

は、先行研究の議論を①資源モデル、②動員モデル、③社会化モデル、④合

理的選択モデル、⑤心理学モデル、⑥政治制度モデルという 6つに整理し、

Geys (2006a)と同じ方法によるメタ分析を行った。その結果、「年齢」「年齢

の自乗」「学歴」「住居の移動性」「宗教」「メディア露出」「動員（政党によ

るか否かにかかわらず）」「過去の選挙における投票」「政党帰属意識」「政治

的関心」「政治的知識」といった変数が個人の投票参加を左右するとした。

以上の研究動向を踏まえて本論文では、説明要因に複合的な変数を含めな

がら、集計レベルと個人レベルでの分析をそれぞれに行う。具体的には、集

計レベルでは都道府県単位のデータと沖縄県内市町村単位のデータを、個人

レベルでは大学生を対象としたアンケート調査データを用いる。

沖縄の選挙における投票率の研究

2017年 3月 31日現在、日本にある米軍専用施設 (78施設・区域、 264,405

千面）のうち、沖縄県には施設・区域数比で 39.74%(31施設・区域）、面

積比で 70.38%(186,092千面）が龍かれている4。沖縄に限らず、国家の安

全を保障するためにつくられた基地5は地域住民の暮らしに影蓉を及ぼす。

その一方で、地域住民の意識や行動が国家の安全保障政策に及ぽす影響は、

国家と地域社会の相互作用に依存する。その帰結を考察するためには、選挙

4 防衛省・自衛隊「在日米軍施設・区域の状況」平成 29年 3月 31日現在

[http://www.mod.go.jp/j/approach/zaibeigun/us_sisetsu/]。

5 本論文で「基地」とは、駐屯地など関連施設をすべて含むものとする。
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などの機会に表出される民意を丁寧に読み解くことが求められる（久保

2016 : 1)。沖縄の選挙を研究することは、日本の安全保障政策をめぐる国

家と地域社会の相互作用を解明することにつながる。

沖縄の選挙を対象とした研究には既に一定の蓄稲がある（島袋 1974,1982, 

1985, 1989; 江上 1994,1996; Eldridge 2004; 山崎 2005;照屋 2013,2015;

Kagotani&Yanai 2014 ; 久保 2016)。ただし、投票率に関する検討は、管

見の限り島袋 (1971)や島袋 (2011) など一部に限定される。

島袋 (1971) では、リプセット (SeymourMartin Lipset) らの'The

Psychology of Voting: An Analysis of Political Behavior'(綿貫誤治訳『社

会心理学講座 第 8巻 政治と経済』所収）や日本本土での投票率を紹介し

た後、米軍統治下の沖縄における投票率の特徴を次の 5点に整理した。①立

法院議員選挙での投票率は、本土の各種選挙と比べて高い。②本土と同じく、

過密地帯6になるほど投票率は低い。逆に農村地帯の投票率は本土の殷村部

と同様に高い。③女性の投票率は男性よりも低い。ただし、一部の農村地帯

での女性の投票率は男性よりも高い。④農村地帯では、地元出身者が立候補

すると投票率が高まる。⑤立候補者数と投票率との間には、ほとんど相関関

係がない。特に那覇市では全く関係がない。以上の知見からは、立候補者数

という政治的な要因に比べて、沖縄、過密と農村、性別、候補者の出身地と

いった社会経済的要因の大きさがうかがえる。

これに対して島袋 (2011) は復帰後の選挙を対象として、投票率を左右

する社会的な要因と政治的な要因を挙げた。総選挙、参院選、県知事選、県

議会選の投票率を通時的に検討し、どの選挙でも投票率が低下傾向にあるこ

とを指摘したうえで、その要因を①自治会や郷友会の衰退といった社会状況

の変化と、②保革対立構図の融解という政治状況の変化に求めた。さらに久

保 (2016) は県知事選と総選挙の得票データを検討する中で、①有権者数

の増加と投票者数の非増加によって投票率が相対的に低下しているものの、

②選挙の競争度が高まると投票率も高くなる傾向にあることを指摘した。

6 過密化した都市部としては那覇市やコザ市が挙げられている（島袋 1971: 34)。
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本論文の視角と構成

以上の識論を踏まえて本論文で注目したいのは、地域社会の人口的な特性

（以下、地域社会の人口特性）にかかわる変数群である。久保 (2016) の

指摘①を踏まえれば、沖縄県における投票率低下は分母となる有権者数が増

加しているにもかかわらず、分子となる投栗者数が増えていないことによっ

て生じている。分母となる有権者数の増加要因は、社会増（転入者の増加）

と自然増（若年層の増加）のいずれかである。かつて島袋 (1971) が引用

したリプセットらの研究 (Lipsetet al. 1954) は、地域に古くから住んで

いる有権者ほど投票しやすいことを指摘していた。その議論を踏まえれば、

沖縄でも有権者数の増加に伴って古くからの居住者の割合が低下し、結果と

して投票率が低下してきた可能性がある。

有権者数の増加が投票率に及ぼす影署を解明するためには、時系列的な比

較分析と共時的な比較分析が不可欠である。本論文では、 2016年参院選と

いう一時点における投票率の共時的な比較分析を行う。具体的には、都道府

県間、沖縄県内市町村間、個人間という 3つの水準における投票率と相関す

る変数を探索する。本論文の結果を踏まえた時系列分析は今後の課題となる。

なお、本論文の図表は、補図 1を除いて全て筑者が作成したものである。

表 1に示したのは、日本を対象として、地域社会の人口的な特性にかかわ

る変数を用いた研究の例である7。これらの変数の背景にあった問題意識は、

地域への帰属意識や愛着度の高い有権者ほど、言い換えれば、地域社会との

距離が近い有権者ほど投票に参加しやすいのではないか、というものであっ

た。

7 近年でも選挙管理委員会（以下、選管）の実施した調査では言及がある。たとえば

埼玉県の選管が 2016年 1月に実施した意識調査（県内 20歳以上の 2,000人を対象

として 1,408人が回答）では、地域への愛培度が弱い人ほど投票に参加しにくいこ

とが示されている。埼玉県選挙管理委員会「投栗率向上に関する報告苔」平成 28年

5月[https://www.pref.saitama.lg.jp/e 1701/documents/houkokusyo_l. pdf、8-9頁］。

なお、地域愛培度が投栗参加以外の現象に及ぼす影奢を検討した研究の例として、

石盛 (2004) 、鈴木• 藤井 (2008)、村山ほか (2011)、地域社会やコミュニティヘ

の態度や意識に関する尺度の研究として、田中ほか (1978)、石盛ほか (2013)を参

照。
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1987年横浜市議会議員選挙における集計データを分析した西澤 (1991)

は、同市戸塚区を対象として、県外通勤通学率が低く、 65歳以上の人口率

が高く、持ち家率が高い地域ほど、地域への帰属意識の強い住民が多いため

に投票率が高くなると考え、実際にその効果を示した。個人を対象とした

JES (Japan Electoral Study) とJESIIの調査データを用いた三宅・西澤

(1997) は、持ち家に住み、居住年数が長く、規模の大きい地域に住む人

ほど、地域との心理的距離が近いために投票に参加しやすくなると考えた。

効果が認められたのは、持ち家への居住と都市規模であった。都市規模につ

いては、蒲島 (1988: 第 4章、第 7章）の分析でも規模が小さい農村部ほ

ど投票を含めた政治参加が活発であるとされた（表 4-7、同害第 7章）。ま

た蒲島 (1988: 第 4章）では、地域社会と個人との関係性について「あな

たはこの市区町村にどの程度愛着を感じていますか」という質問を用いて、

地域愛着度がより強い人ほど投票に参加しやすいことを示した（表 4-4)8。

こうした先行研究の識論を踏まえて本論文では、集計レベルでは①人口の

規模、②人口の集中度、③人口の安定性が投票率に及ぼす影響を、個人レベ

ルでは④地域愛着度が投栗参加に及ぼす影聰を検討する。①③④は表 1の研

究でとりあげられてきた変数である。②は集計レベルの投票参加研究のレビ

ューでとりあげられた変数であり (Geys2006a: 643-644。ただし効果は小

さいとされた）、沖縄の選挙での影響を検討したい。

なお、表 1に示した変数のうち、県外通勤通学率は沖縄県では想定しにく

いため除外する（国勢調査によれば若干名は存在する）。居住年数は三宅・

西澤 (1997) の結果を踏まえて除外する。 65歳人口率は①人口の規模と②

人口の集中度と共に主成分分析を行うことによって、地域社会の特性の一部

として考慮する。

8 蒲島 (1988:第 4章）では、「選挙に関する全国意識調査（明るい選挙推進協会）、

1987年」データのうち、政治参加にかかわる 16項目の参加頻度を用いて因子分析

を行い、析出された第 1次元の因子得点を目的変数とした。因子負荷最が大きかっ

たのは、衆議院議員、参議院誰員、都道府県知事、都道府県議会識員、市区町村長、

市区町村議会謡員の各選挙への参加頻度であった。
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次節以降の構成は以下の通りである。第 2節では集計レベルでの投票率の

分析を行う。都道府県間と沖縄県内市町村間のそれぞれにおいて、人口の規

模（選挙当日有権者数）、人口の集中度 (DID居住人口率）、人口の安定性

（持ち家世帯率）の影響を中心に検討する。第 3節では個人レベルでの投票

参加の分析を行う。琉球大学を含む大学生を対象として実施したアンケート

調査の分析を通じて、地城愛着度の影響を検討する。最後に第 4節で得られ

た知見をまとめて含意を示す。

表1地域社会の人口的な特性にかかわる変数を用いた投累参加研究の例

分析単位
使用デーク
対象地域

目的変数
分析手法

還挙の種類

県外通勤通学率（％）

西罪(1991)
投只区

横浜市還管公表
横浜市戸塚区

投只率
重回帰

1987年横浜市昂還

65歳以上の人口率 十

持ち家率 ＋ 

一宅•西粋 (1997)
個人

JES閃査，JESII閲査
全国

投頸したか否か
ロジスティック回帰

1983年鯰還挙 1993年稔選挙

居住形態（持ち家か否か） ＋虹＊ ＋臼

居住年数 効果なし 効果なし
都市（人口）規模 一臼 ー臼

地域愛芍度
注）拿拿*P値が.01未m.拿●p値が.05未潤，拿池が.,未1'1,記号なしはp慎不用もしくは検定なし．

拿1各種遺拳での投只お加顔度への回答を介成．

2 集計レベルの分析：

蒲島(1988:第4平）
個人

明推協図査
全国

因子得点＂
平均伍の比較（表4-7) 国回帰（表4-4)

1986年泉参同日還挙

＋＊ 

都道府県間、沖縄県内市町村間の違いを説明する

本節では、都道府県と沖縄県内市町村という 2つの集計レベルのデータを

用いて、投票率の地域的な違いをいかに説明できるかを検討する。 2016年

参院選の投票率をみると、全国の投粟率 54.70%に対して、都道府県別にみ

て最も高かったのが長野県の 62.86%、最も低かったのが高知県の 45.52%、

標準偏差は 3.84ポイントであった。沖縄県では全体の投票率 54.46%に対

して、市町村別にみると最も高かったのが座間味村の 70.60%、最も低かっ

たのが宮古島市の 43.23%、標準偏差は 6.06ポイントであった。

同日に執行された選挙であるにもかかわらず、なぜ都道府県間や沖縄県内

市町村間で投票率の違いが生じたのだろうか。以下では、人口構成にかかわ
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，
 る 3つの指標の影蓉を中心として検討していく。具体的には、①人口規模の

指標として選挙当日有権者数（対数）、②人口集中度の指標として DID(人

口集中地区）居住人口率、③人口安定性の指標として持ち家世帯率、それぞ

れと投票率との連関を検討した後、他の変数の影蓉を考慮した重回帰分析を

行う 9。

人口の規模・集中度・安定性と投票率

まず、地域社会の人口特性と投票率との連関を散布図によって視覚的に検

討しておきたい。

図 1には都道府県の散布図を示している。縦軸が各都道府県の投票率であ

る。左から順にみると、選挙当日有権者数（対数）や DID人口率との散布

図ではやや右肩下がりとなっている。しかし、ピアソンの租率相関係数（以

下、相関係数）を算出するとそれぞれ—.113 と—.199 となり、いずれも統計的

に有意な水準にはない。他方、持ち家世帯率の分布はやや右肩上がりとなっ

ている。持ち家世帯率が高いほど投票率がやや高いことを示している。相関

係数は.285であり弱い正の相関関係にある。ただし、統計的に有意な水準

にはない。
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図1 都道府県の人口特性と2016年参院選投票率

図 2には沖縄県内市町村の散布図を示している。左から順にみると、選挙

当日有権者数（対数）と DID人口率(%)の傾きは右肩下がりとなってい

る。これは選挙当日有権者数の多い市町村ほど、また DID人口率の高い市

9 沖縄県内の市町村地図は附録 1を、各データの出所は附録 2を参照。
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町村ほど、投票率が低いことを示している。相関係数はそれぞれ-.668と

-.437であり、やや強い負の相関関係にある。いずれも 1%水準で統計的に

有意である。これらに対して持ち家世帯率の分布はやや右屑下がりとなって

いる。相関係数は-.218(統計的には有意でない）である。
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図2 沖縄県内市町村の人口特性と2016年参院選投票率

図 1と図 2から得られた知見を総合すると、都道府県間の投票率の違い

は地域社会の人口特性によって説明することが難しいのに対して、沖縄県内

市町村間の違いは地域社会の人口特性によって説明しやすいと考えられる。

投票率の重回帰分析

本節では、図 1と図 2で検討した①人口の規模（選挙当日有権者数）、②

人口の集中度 (DID居住人口率）、③人口の安定性（持ち家世帯率）が投票

率に及ぼす影響を重回帰分析 (OLS)によって検討する。重回帰分析で用い

る変数、投票率に及ぽす効果の予測、記述統計は表 2の通りである。各変数

の効果の方向は以下のように予測できる。

まず、①人口の規模（選挙当日有権者数）が大きいほど投票率は低いと考

えられる。かつて蒲島 (1988:第 6章）が整理したように、他国では人口

規模が大きい都市部ほど投票率が高い傾向が強かった。それに対して日本で

は、人口規模が大きい都市部ほど投票率が低い傾向にあった。その後、都市

規模によるバイアスは縮小したものの都市部ほど投票率が高くなっている

わけではない（境家 2013)。都市化にかかわる指標という点においては、②
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人口の集中度 (DID人口率）による効果の方向も同様と考えられる 10。

それに対して、③人口の安定性（持ち家世帯率）は高いほど投票率も高い

と考えられる。かつて西澤 (1991) や三宅・西澤 (1997) が注目したよう

に、持ち家の住民は他の住民に比べて、地域への帰属意識が強かったり地域

との心理的距離が近かったりすると考えられるからである。

なお、都市化全般の影轡を探るため、選挙当日有権者数（対数）、 DID居

住人口率、第 1次産業就業者数率、 65歳以上人口率の 4つの変数を主成分

分析によって合成した「都市化度得点」を用いる。また、人口の安定性にか

かわる変数として転入の影蓉も探るため、持ち家世帯率、他県出身 5年未満

居住者率、直近 1年間転入者率という 3つの変数を主成分分析によって合

成した「地域流動性得点」を用いる。投票率に対しては、都市化度得点も地

域流動性得点も負の効果を持つと考えられる。

その他の変数群は以下の通りである。まず、合理的選択モデル等が指摘し

てきたように、選挙の接戦度が高いほど投票率も高くなると考えられる。デ

ータとしては、選挙区定数 1あたりの有効候補者数（相対得票率の自乗の総

和の逆数）を用いる 11。また、投票環境に関する変数として、有権者 1万人

あたり投票所数、投栗時間短縮投票所率、降水祉（県庁所在地、 7・20時）

を用いる 12。

10 都市化と政治参加の連関については Richardson(1973)、都市化と投票率の連関に
ついては Monroe(1977)も参照。
11 Geys(2006a)のメタ分析でも選挙の接戦度は投栗率に対して正の効果を持ってい
た。なお、 Geys(2006a)の挙げた他の変数を除外する理由は以下のとおりである。ま
ず、本論文の対象は参議院という単一の選挙であり「選挙制度」は共通のものであ
る。「義務投粟制」と「登録制」は日本では採用していない。 2016年参院選に際して
「同日選挙」となったのは、都道府県レベルでは鹿児島県（知事選挙）のみであり、

沖縄県内市町村ではなかった。そのため分析では鹿児島県を除外することで対応す
る。残る「選挙運動支出」はデータ制約上の理由から本論文で扱うことは断念した。
12 投栗環境の整備が投票率の上昇をもたらすことを示した研究として、松林(2016)
を参照。降水祉は都道府県内や市町村内で異なると想定されるが、都道府県につい
ては県庁所在地の降雨祉データを、沖縄県内市町村については最寄りの親測所の降
雨祉データを用いた。
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表2 投菜率に及ぼす影響の予濶と記述統計

都道府県（鹿児品凩を除く） 沖縄只内市町村

予詞 !:~ 紐旦里臼蕊且ヽlヽ紐 及よ伍 妥担飢団塁Q;lz2a,1ヽ組
2016年お院還投口平（％） 54.949 3. 927 45. 520 62. 860 57. 885 6. 140 43.230 
選学当日打権行数（対数） 14.298 778 13. 090 16. 228 9.050 I. 771 5.846 
DID (人口集中地区）居住人口率(%) - 52. 798 19. 032 24. 240 98. 370 28. 619 36. 560 000 

都市化度得点" -.018 1. 003 -2. 325 1.566 .000 1.000 -1.581 
持ち家世搭率(%) ＋ 74.399 6. 655 52. 850 86. 020 59. 077 10. 599 37. 680 

地域流動性得点” -.011 1.008 -1. 601 3.461 . 000 1.000 -1.141 
選挙区定数1あたり有効候補者数 ＋ I. 910 . 322 I. 120 2.810 l. 951 . 141 1.310 
布権者1万人あたり投瞑所数 ＋ 6. 122 2.601 I. 674 14. 673 9.050 10. 153 .682 
投四時問短縮投四所平（％） • 365 .303 . 000 . 905 • 273 .438 .000 
旦左g!""' 7-gQ凹i I. 544 5.015 . 000~6 000 I. 305 3.556 • !)_O_Q_ 

呈塁塁 46 41 

注）変はの操作化は附鯰2をe風

●1還拳当日打権行数（対数） . DID人口平．笙1次羅稟此稟行事.65t:I以J:人口亭を主成分分祈によって合成．

•2 樗ち家憧苔寧、他只出ITS年未滋居住行吼直近 1年 1l11 転入行寧を主成分分析によって合成．

推定結果

及本紐
70.600 
12.469 
99. 600 

I. 939 
77. 710 

3.528 
2. 140 

40.650 
l. 000 

17. 000 

表 3に示したのが重回帰分析の推定結果である。人口の規模、集中度、安

定性という 3つの変数にかかわる指標の組み合わせに応じて 3つのモデル

を用意した。モデル 1は選挙当日有権者数（対数）と持ち家世帯率、モデル

2は DID居住人口率と持ち家世帯率、モデル 3は都市化度得点と地域流動

性得点を投入している。

決定係数（調整済み R2) をみると、都道府県ではいずれも.1未満であり

極めて低い。本論文のモデルでは都道府県間の違いを説明しにくいことがわ

かる。これに対して沖縄県内市町村の調整済み即は、どのモデルでも.6を

超え、特にモデル 2では.7を超えている。沖縄県市区町村間の違いが本論

文のモデルによって説明しやすいことがわかる。

まず、都道府県の結果をみていこう。決定係数が低い中で 10%水準なが

ら統計的に有意な結果となったのは、モデル 1の定数 1あたり有効候補者

数であった。定数 1あたりの有効候補者数が 1人増えると投票率は 4.3ポイ

ント上昇する。候補者を擁立する側にとっては異なる勢力間での選挙協力と

候補者絞り込みが選挙戦略上有効な場合がある。しかし、投票率という観点

からみれば候補者数の増加は投票参加を促す効果を持つのかもしれない。

次に、沖縄県内市町村の結果をみていこう。本論文が注目する変数の中で

は、選挙当日有権者数（対数）、 DID人口率、都市化度（主成分得点）の符
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号はいずれも負である。有権者の規模が大きく、都市化の進んだ市町村ほど

投票率が低くなっていることがわかる。

これに対して持ち家率の符号は負、地域流動性の符号は正となっている。

予測に反して、有権者の安定性が高い市町村ほど投票率が低く、逆に有権者

の安定性の低い市町村ほど投票率が高いことがわかる。地域流動性が特に高

い市町村名を挙げると、竹富町、与那国町、座間味村、渡嘉敷村である。い

ずれも沖縄本島以外の島々である。少なくとも 2016年参院選では、これら

の島々に住む安定的ではない有権者が投票に参加した。どのようなメカニズ

ムが働いたのか、今後、過去の参院選や他の選挙結果も含めた検討が求めら

れる。

他の変数の中では、モデル 2とモデル 3において定数 1あたり有効候補

者数が負の効果を持つことが注目される。選挙の競争度が低い市町村ほど投

票率は高く、逆に選挙の競争度が高い市町村ほど投票率が低いのである。こ

れは都道府県間の分析とは逆の結果である。かつて島袋 (1971) の指摘し

た農村部ほど投票率が高いという特徴が、今日の沖縄社会においても持続し

ていることがうかがえる。

さらに、 1万人あたり投票所数は一貰して投票率に正の影響を与えている。

たとえばモデル 2では、 1万人あたり投票所数が 1増えると投票率が.377

ポイント増加することを意味する。逆に短縮投票所率の増加は投票率を減少

させる傾向にある。また、降水最の増加も投票率を低下させる。モデル 2

の推計によれば降水殿が 1mm増えると投票率が.490ポイント低下してい

る。これらの結果は投票環境が有権者の投票コストに影瞥を及ぼしているこ

とを示している。
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表3 2016年参院選投票率の重回帰分析

都道府只（庇児品凩を除く）
モデル1 モデル2 モデル3

紐区 ll S.E. 伍堅 ll S.E. 紐慇 I! SE 
（定数） 16.376 24.097 39.888 12. 972 拿拿拿 48. 125 5.172 ••• 

還学当日打権看数（対数） I. 331 . 264 I. 254 
DID人口亭(%) .005 . 024 .058 
岱市化；度得点 . 860 I. 472 • 220 
袴ち家中（％） 145 . 245 106 .124 .211 .126 
地域波動性得点 -1.281 -.329 .906 
定数1あたり打効餃褐者数 4.310 • 353 2. 359• 3. 174 .260 2. 248 3.602 • 295 2. 220 
1万人あたり投四所数 143 .095 . 367 -.Oil -.007 . 349 .050 .033 . 436 
”閏短臼投四所亭(%) -. 790 -. 061 2. 614 ー1.013 -.078 2.917 -. 903 -. 070 2. 704 
且左fi,.,, ョ｝ -039 -050 . 129 -. 043 -. 055 . 131 -041 -053 128 
Rz .139 .163 .155 

口整済みR' .006 .034 .025 
紐甕塁 “ 

沖縄只内市町村
モデル1 モデル2 モデル3

伍塁 ll S. E. 伍塁 I! S.E. 堡塁 I! S. E. 
（定数） 94.785 8. 763 • 拿拿 89. 271 8. 683 ... 88. 251 8. 282 ••• 

還単当日打権看数（対数） -1.812 -.523 • 670 •• 
DID人口平（％） -.053 -. 314 . 027• 
塁市化度得点 -1. 429 -. 233 . 798• 
符ち家寧(%) -. 127 -. 220 • 062 •• -. 157 -. 271 .082• 
地域波動性得点 2.025 • 330 .863 " 
定数1あたり布効偵槍行数 -7. 005 -. 160 4. 780 -11. 563 -. 265 4. 334 .. -16. 319 -. 374 4. 177 ... 
1万人あたり投口所数 . 224 . 371 .109 .. . 377 .623 .080 ... • 325 • 537 . 088 ••• 
時問短縮投口所平（％） ー1.950 -. 139 1. 513 -2. 959 -. 211 I. 680• -3. 249 -. 232 I. 657• 
邑左fit!=! -§20 -359 . 166 ••• -. 490 -. 284 . 163 拿拿拿 ―. 443 -. 257 169 •• 
R2 • 733 . 756 • 744 
田整済み忙 .686 . 713 .699 

塁塁箆 4 
注） •**I>位が.01未潤．●●p伍が.05末潤. •plll: が.I未演．

3 個人レベルの分析：大学生間の違いを説明する

次に個人レベルの検討に移ろう。本論文では、 2016年参院選後に山形大

学と琉球大学で実施した「大学生の政治関心と参加に関する調査」のデータ

を用いる。この調査は 2016年参院選後、7月から 8月にかけて実施された。

山形大学では地域教育文化学部の 1年から 4年の全学生(995名）に対して電

子メールを送り、 Googleformで作成したアンケートフォーム上での回答を

依頼した。その結果 144票の回答があった（回収率 14.5%)。また、同学部の

授業等でも調査票を配布して 32票を回収した（山本 2017: 261-2)。琉球

大学では政治学系教員の担当する授業において調査票を配布して回答を依

頼し、 206票を回収した。いずれの大学においてもデータ利用は学術目的に

限ることを明示して、承諾した場合にのみ回答するよう求めた。

こうした調査方法に起因して、本調査データを用いることには次のような
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限界がある(cf.山本 2011:261-262)。第 1に、調査対象とした学生の年齢は

ほとんどが 20歳前後の若年屈であり、有権者全体を代表しているとは言え

ない。第 2に、調査を実施した両大学を含む国立大学の学生は、若年屈有権

者の中でも相対的に知的水準が高く政治関心が強い屈であり、若年層全体を

代表しているとは言えない。第 3に、各大学において無作為抽出を行ってい

ないため、山形大学と琉球大学の学生を代表しているとは言えない13。第 4

に、調査は 2016年参院選後という一時点でしか行っていないため、回答者

の過去に関する情報は回顧質問によって収集している。たとえば、 2016年

参院選で実際には棄権した場合でも投票したと回答している可能性がある。

こうした限界を持つ本データを用いる本節での検討はあくまで試論であり、

今後、より正確で詳細な調査研究が必要である。

以上を前提として、表 4に示したのは 2016年参院選での投票参加率であ

る。「全体」の「投票」参加率をみると、山形大学の 46.8%に対して琉球大

学では 74.3%となっている。約 28ポイントの差が開いた一因は、琉球大学

では政治学系科目において調査協力を求めたことにある。もちろん、選挙区

の社会、経済、政治的な環境が影蓉した可能性もあるが、本調査データの特

性上それらの要因の影響は検討できない。

表4所属大学・15歳時居住地別にみた投票参加率（％）

15塾時昼住地 設塁 蓬撞 墨堅塾
山形大学 山形県内 66. 7 33.3 57 

山彪邑外 36.8 63.2 114 

全 住 46.8 53.2 171 
琉球大学 沖縄県内 83.6 16.4 159 

注細品外 39.5 60.5 43 

全体 74.3 25. 7 202 

そこで本節では、同一大学内における 15歳時点の居住地別投票参加率に

注目する。表 4をみると、いずれの大学でも 15歳時に県内（山形大学では

山形県、琉球大学では沖縄県）に居住していた学生の投票参加率が高い。同

13 山形大学で実施したウェプ調査では、複数回の回答をしないよう注意を促した。

琉球大学で調査栗を配付、回収した複数の授業の間で重複する屈修者がいたため、

複数回の回答はしないよう注意を促した。だが、いずれも回答者を識別する方法を

とらなかったため、同一学生による回答が複数含まれている可能性は残る。
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日に執行された選挙であるにもかかわらず、なぜ 15歳時点居住地に応じて

投票参加率の違いが生じたのだろうか。特に、地域への愛着度はどのくらい

の影智を及ぼしたのだろうか。本節では 15歳時居住地の違いが投票参加の

違いをもたらすメカニズムを検討していく。

地域愛着度と投票参加

第 1節で紹介したように、 JESおよび JESII調査データを用いた三宅・

西澤 (1997) では、投票参加に対する「居住形態（持ち家か否か）」と「都

市規模」の影響を検討した。明推協調査データを用いた蒲島 (1988: 第 4

章）では、投票参加頻度（因子得点）に対する「地域愛着度」の影蓉を検討

した。これらの変数のうち、「大学生の政治関心と参加に関する調査」で設

問したのは「地城愛着度」のみであり、「居住形態（持ち家か否か）」や「都

市規模」の影響は検討できない。

今回の大学生調査では、「あなたは、次にあげる地域にどれくらい愛着を

感じていますか」という質問を設けて、「現在住んでいる市町村」「現在住ん

でいる都道府県」「日本」「自分の出身市町村」という 4つについて回答を求

めた。表 5に示したのは「現在住んでいる都道府県」（以下、居住県）への

愛着度である。いずれの大学でも、 15歳時に県内に住んでいた場合、県外

に住んでいた場合に比べて愛着度が強いことがわかる。

表5 居住県への愛滸度（％）

歳時居住 非常に愛灯をある程度愛行を どちらとも
15 地 盛じている 堕じていゑ い主ない

あまり愛着を まったく愛行を
匿じていない 盛じていない 観察数

山形大学 山形県内 49.1 38.6 5.3 7. 0 57 

山並駐庄 14.5 49.6 21. 4 12. 8 1. 7 117 
全 住 25.9 46.0 16. l 10.9 1.1 174 

琉球大学 沖縄県内 44. 7 42.8 6.3 5. 0 1. 3 159 

注且阻庄 15. 9 47. 7 18.2 13. 6 4.5 44 

全 体 38.4 43.8 8.9 6.9 2.0 203 

では、地域愛着度が強いほど投票に参加しやすいのだろうか。表 6に示し

たのは居住県への愛着度と投票参加率との関係である。おおむね愛着度が強

いほど投票する傾向にあるようにみえる。ただし、琉球大学では「あまり愛
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着を感じていない」学生でも 6割以上の学生が「投票」したとしている。完

全な線形とまでは言えないことがわかる。第 1節で識論を展開したように、

個人の投票参加には複合的な要因が影響している。以下では、多変童解析に

よる検討を試みたい。

表6 居住県への愛焙度と投票参加率（％）

山形大学非常に愛着を感じている
ある程度愛府を感じている
どちらともいえない
あまり愛着を感じていない
まったく愛杵を感じていない

全体
琉球大学非常に愛符を感じている

ある程度愛行を感じている
どちらともいえない
あまり愛行を感じていない
まったく愛行を感じていない

全体

投票参加の二項ロジスティック分析

投票 棄権
68. 9 31. 1 
46.3 53.8 
22.2 77.8 
26.3 73. 7 
50.0 50.0 
46.2 53.8 
84. 2 15. 8 
73.9 26. 1 
52.9 47. 1 
64.3 35. 7 
25.0 75.0 
74.4 25.6 

饂
80 
27 
19 

ill 
76 
88 
17 
14 
4 

199 

本節では、表 4で示した「15歳時の居住地が県内であった場合、県外で

あった場合に比べて投票参加率が高い」ことを出発点として、第 1に社会学

的な変数を中心とする分析を行い（モデル 1)、第 2に心理学的な変数を説

明変数に加えた分析を行う（モデル 2) 14。データセットは山形大学と琉球

大学に分割し、サンプル数はそれぞれ 140と176である。目的変数は、 2016

年参院選に投票した場合を 1、棄権した場合を 0としてリコードした二値の

ダミー変数である。推定方法には二項ロジスティック回帰分析を用いる 15。

以上の過程を通じて、 15歳時居住地が県内であったことが投票参加率を高

U 合理的選択モデル (Downs1957; Riker and Ordeshook 1968) に依拠すれば、選

挙の競争度、候補者や政党問の違い、投票にかかるコストに関する認知も、有権者

の投栗参加に影蓉している可能性があるものの、本調査では設問していないため検

討できない。このうち選挙の競争度については、山形県選挙区でも沖縄県選挙区で

も定数が 1、立候補者が 3人であった点は共通する。候補者や政党間の違いについて、

政治知識やメディアからの情報取得に関する質問で間接的に把握しているものと考

えられる。
15 ロジスティック回帰分析とは、説明したい事象（本論文の場合は投票参加）の発

生確率をロジット（対数オッズ）変換して推計に用いる手法である。
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めるメカニズムを探索する。

推定に用いる変数、投票率に及ぼす効果の予測、記述統計は表 7の通りで

ある。変数の操作化方法は附録 3にまとめている。変数間の順位相関係数

(spearmanのp) を大学別に算出したところ、非常に強い相関関係が認め

られたのは山形大学生における「政党好感度」と「政党好感強度」であった

(-. 729)。

投票参加 (l=投票）
屈性

15歳時居住地 (l=県内）
性別 (l=男性）

年齢
学習経験項目数

体験型
座学

政治的会話得点
15歳時

現在
ネットワーク

友人数（日常）

友人数（遠距離）

社会運動お加経験 (l=呑加）
メディア情報取得得点

知識項目数

政治全般

2016年参院還

心理的

地域愛珀度得点

政治関心度
政策関心度得点（全般）

政策関心度得点（保革）

政党好感度得点

政党好感強度得点
社会運動共感度得点

社会運動共感強度得点
政治的有効感（外的）
政治的有効感（内的）

政治的義務感

議貝信頼度

政治的忌避慈諏
観察数
註）変数の給作化は附紐3をatia

表7 投票参加に及ぼす影響の予渕と記述統計

予測
山形大学 琉球大学

平均飢標準伍蕊欣小杭凩大依 平均俯楳準侶蕊最小依凩大依
• 457 . 500 0 I . 733 . 444 0 

+ . 357 . 481 0 I . 773 • 420 0 I 
. 421 . 496 0 I . 691 • 493 0 I 

+ 20. 029 1. 262 18 23 20. 159 I. 356 18 23 
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+ . 354 • 882 -2. 898 2. 386 -. 336 . 956 -1. 704 2. 555 
+ -. 142 • 998 -3. 051 2. 799 . 172 . 999 -1. 910 3. 757 

+ 6. 371 3. 050 0 
+ 6. 193 3. 426 0 
+ . 021 . 145 0 
+ -. 083 . 980 -2 

+ 4. 579 1. 182 
+ 1. 529 . 501 

10 5. 852 3. 117 
10 5. 892 3. 242 
1 . 114 . 318 
3 .083 1.017 

6 5. 102 . 969 
2 1. 864 . 360 
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3
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. 058 . 943 -2. 648 I. 198 
3. 074 . 709 I 4 
. 081 . 996 -2. 642 I. 792 
• 189 I. 019 -2. 957 3. 209 
-. 032 I. 015 -2. 233 3. 845 
. 042 . 991 -1. 611 I. 890 
. 152 . 998 -2. 678 I. 833 
. 134 . 991 -2. 978 I. 943 
2. 483 . 821 I 4 
2. 432 . 804 I 4 
3. 131 . 835 I 4 
2. 051 . 809 I 4 
I. 875 . 832 1 4 

176 

「15歳時居住地」と「地域愛着度」以外の変数の選択理由は以下の通り

である。個人レベルの投票参加研究のメタ分析を行った Smetsand van 

Ham (2012)は、「年齢」「年齢の自乗」「学歴」「住居の移動性」「宗教」「メ
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ディア露出」「動員（政党によるか否かにかかわらず）」「過去の選挙におけ

る投栗」「政党帰属意識」「政治的関心」「政治的知識」といった変数が投票

参加の説明要因であるとした。これらの変数のうち、本論文では「年齢」「政

治関心度」「知識数（政治全般、 2016年参院選）」の 3つを用いる。年齢が

高いほど、関心が強いほど、知識が豊富なほど、投票に参加しやすいと考え

られる。

Smets and van Ham (2012)が挙げた他の変数は次のように取り扱う。ま

ず、「年齢の自乗」は調査対象者の年齢が 20歳前後に限定されるため、「学

歴」は調査対象者が大学生に限定されるため、「住居の移動性」「宗教」「動

員」「過去の選挙における投票」は設問していないため分析に用いることは

できない。「メディア露出」は設問していないが、「メディアからの政治に関

する情報取得頻度」に関する質問を用いる。頻繁に情報を取得する人ほど、

投票に参加しやすいと考えられる。同じく「政党帰属意識」は設問していな

いが「政党好感度」に関する質問を用いる。政党への好感度または反感度が

強い人ほど、言い換えれば、「政党好感強度」の強い人ほど、投票には参加

しやすいと考えられる。

その他、政治的社会化に関する変数として「学習経験（体験型、座学）」

「政治的会話 (15歳時、現在）」、ネットワークに関わる変数として「友人

数（日常、遠距離）」「社会運動参加経験」、心理的要因として「政策関心度

（全般、保革）」「社会運動共感度」「社会運動共感強度」「政治的有効感（外

的、内的）」「政治的義務感」「誰員信頼度」「政治的忌避意識」を用いる 16。

推定結果

表 8に示したのが推定結果である。値が小さいほどモデルのあてはまりの

良さを示す AIC(赤池情報最規準）をみると、山形大学ではモデル 2より

もモデル 1のほうが、琉球大学ではモデル 1よりもモデル 2のほうが、よ

り小さい値となっている。

16 政治参加に関する研究のレピューとして、蒲島 (1988)、山田・飯田編 (2009)、

山田 (2016) などを参照。本論文と同様のデータを用いた政治的社会化に関する論

考として山本 (2017) を参照。
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ロジスティック回帰分析によって計箕された係数は、各変数の効果の大き

さそのものを表しているわけではない。そこで以下では推定されたオッズ比

を中心にみていこう。オッズ比とは、ある事象の起こりやすさ (p/(1-p)、オ

ッズ）を 2群の間で比べた値である。たとえば、表 8(琉球大学）のモデル

1で「15歳時居住地」のオッズ比は 6.713と推定されている。これは 15歳

時居住地の値が 1増えると、つまり、 15歳時に県内に居住していた群 (1)

を県外に居住していた群 (O) に比べると、棄権率に対する投票参加率の比

（投票参加率l棄権率）が 6.713倍になることを意味する。それだけ投票に

参加しやすくなるのである。なお、ここで用いているデータは無作為抽出に

よって得られたものではないが、有意水準に関する情報も参考として用いる。

まず、山形大学での結果をみていこう。モデル 1でオッズ比が 2.0を超え

ているのは、知識項目数： 2016年参院選、ネットワーク：社会運動参加経

験、属性： 15歳時居住地である。このうち統計的に 1%水準で有意なのは

知識項目数： 2016年参院選である。参院選に関する知識を持つ学生ほど、

投票に参加しやすいと言える。また、ネットワーク：メディア情報取得得点

は 5%水準で有意な影響を及ぽしている（オッズ比 1.635)。

次に、心理学的変数を加えたモデル2でオッズ比が 2.0を超えているのは、

ネットワーク：社会運動参加経験、知識項目数： 2016年参院選、心理的：

政党好感強度得点、政党好感度得点、属性： 15歳時居住地、心理的：政治

的忌避意識である。このうち統計的に 1%水準で有意なのは知識項目数：

2016年参院選、 5%水準で有意なのは心理的：政党好感強度得点、政党好感

度得点である。心理的な変数の影蓉を考盛すると、参院選に関する知識を持

つ学生ほど、政党に対する好感度が強い学生ほど、その強度が裔い学生ほど、

投票に参加しやすいと言える。モデル 2で追加した地域愛着度得点は、オッ

ズ比 1.358であったものの統計的に有意な水準にはない。

次に、琉球大学での結果をみていこう。モデル 1でオッズ比が 2.0を超え

ているのは、属性： 15歳時居住地、知識項目数： 2016年参院選、知識項目

数：政治全般である。このうち統計的に 1%水準で有意なのは、属性： 15 

時歳居住地、知識項目数：政治全般である。 15歳時に沖縄県内に居住して
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いた学生ほど、また、政治全般に関して持つ知識が多い学生ほど、投票に参

加しやすいと言える。

次に、心理学的変数を加えたモデル2でオッズ比が 2.0を超えているのは、

属性： 15歳時居住地、心理的：政治的義務感、知識項目数： 2016年参院選、

知識項目数：政治全般、心理的：政治関心度、政治的会話得点： 15歳時、

心理的：政治的有効感（内的）、政治的忌避意識、社会運動共感強度得点で

ある。このうち統計的に 1%水準で有意なのは、属性： 15歳時居住地、心

理的：政治的義務感、知識項目数：政治全般である。心理的な変数の影響を

考慮すると、 15歳時に県内に住んでいた学生ほど、政治的義務感の強い学

生ほど、政治全般に関する知識を持つ学生ほど、投票に参加しやすいと言え

る。モデル 2で追加した地域愛着度得点は、オッズ比 1.602であったものの

統計的に有意な水準にはない。

以上の結果を踏まえると、少なくとも本調査で用いたデータによれば、表

4で示した「15歳時の居住地が県内であった場合、県外であった場合に比

べて投票参加率が高い」という現象は、次のように説明できる。まず、どち

らの大学においても地域愛着度の影蓉はなかった。山形大学では、選挙に関

する知識の豊富さ、メディアからの政治に関する情報取得の活発さ、政党へ

の好感度やその強度といった変数の影態を考慮すると、 15歳時居住地の違

いが投票参加のしやすさに及ぼす効果はなくなる 17。これに対して琉球大学

では、政治全般に関する知識の豊富さ、政治的義務感の強さといった変数の

影響を考慮してもなお、 15歳時に県内に居住していた学生ほど投票に参加

しやすい。本論文で考慮できなかった要因が影署を及ぼしていると考えられ

る。

17 ただし、これは統計的に有意な水準ではなくなるという意味であり、本調査デー

タの調査方法に起因している可能性は残る。
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表8 投票参加を目的変数とした二項ロジスティック回帰分析（山形大学）

モデル1 モデル2
推定 推定

錘壁 S. E. 才ヽ とズ比 堡塾 S. E. 才ヽ 乙ズ比
屈性

15歳時居住地 . 767 . 439 2. 153 * . 743 . 541 2. 102 
性別 . 377 . 465 1. 457 .220 . 543 1. 247 
年齢 . 174 . 170 1. 189 . 154 . 203 1. 167 

学習経験項目数
体験型 . 057 . 168 1.059 . 202 . 198 1. 224 
座学 . 023 . 150 1. 024 -.038 . 172 . 963 

政治的会話得点

15歳時 . 285 . 263 I. 330 . 312 . 346 1. 366 
現在 -.049 . 247 . 952 -. 174 . 303 . 841 

ネットワーク

友人数（日常） . 082 . 083 1. 086 • 103 .100 1. 108 
友人数（遠距離） -.026 . 074 . 975 -. 115 . 095 . 891 
社会運動参加経験 l. 424 l. 394 4. 152 1. 785 2. 077 5.958 
メディア情報取得得点 . 492 . 245 I. 635 ** . 554 . 295 1. 740 * 

知識項目数

政治全般 -. 015 . 192 . 985 . 096 . 220 l. 100 
2016年参院選 2.043 . 480 7. 712 ••• 1. 778 . 632 5. 919 *** 

心理的

地域愛沿度得点 . 306 . 284 I. 358 
政治関心度 -.445 .611 . 641 
政策関心度得点（全般） . 304 . 303 1. 356 
政策関心度得点（保革） . 083 . 293 1.086 
政党好感度得点 . 980 . 449 2. 665 ** 
政党好感強度得点 l. 115 .484 3. 050 ** 
社会運動共感度得点 -.083 . 283 . 920 
社会運動共感強度得点 . 642 . 346 I. 900 * 
政治的有効感（外的） . 241 . 346 1. 272 
政治的有効感（内的） . 142 . 395 1. 152 
政治的義務感 -.243 . 349 . 785 
議貝信頼度 . 623 . 336 I. 865 * 
政治的忌避意識 . 708 . 387 2. 029 * 

は定墓i -7.899 3.693 . 000 ** -8. 754 4.931 . 000 *** 
X 2 48. 143*** 70.616*** 
自由度 13 26 
-2対数尤度 144.908 122.435 
AIC 172.908 176.435 

Cox-Sne 11 R2 . 291 . 396 

Nagelkerke R 2 . 389 . 529 
Hosmer&Lemeshow検定 . 915 . 175 
的中率 75.0 80.0 

晟径塾 140 140 
注）…ゃ伍が.01未潤．臼p伍が.05未潤．●p伍が.I未潤．
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表8(続き、琉球大学）

モデル1 モデル2
推定 推定

伍塾 S. E. オ・とズ比 怪塾 S. E. オ・とズ比

屈性
15歳時居住地 1. 904 . 499 6. 713 ••• 2.522 . 827 12. 456 *** 
性別 -. 182 . 470 . 833 -l. 080 . 626 . 340 * 
年齢 . 227 . 179 1. 255 405 . 259 l. 499 

学習経験項目数

体験型 . 129 . 170 1. 138 . 018 . 243 1. 018 
座学 -. 192 . 170 . 825 -.438 . 229 . 645 * 

政治的会話得点

15歳時 . 407 . 356 1. 502 . 896 . 516 2. 449 * 
現在 . 197 . 326 I. 217 -.563 . 479 . 570 

ネットワーク

友人数（日常） . 122 . 078 I. 129 . 256 . 110 1. 292 ** 
友人数（遠距離） -.002 . 074 . 998 -.034 . 107 . 967 
社会運動参加経験 -.350 . 755 . 705 -1. 239 1. 024 . 290 
メディア情報取得得点 . 322 . 229 1. 380 . 392 . 389 1. 479 

知識項目数

政治全般 . 803 . 239 2. 233 *** 1. 137 . 369 3. 117 *** 
2016年参院選 . 970 . 569 2. 637• 1. 212 . 790 3.359 

心理的

地域愛培度得点 . 472 . 431 1. 602 

政治関心度 l. 108 . 572 3. 028 * 
政策関心度得点（全般） -. 188 . 413 . 829 

政策関心度得点（保革） -.015 . 297 .986 

政党好感度得点 -. 705 . 403 .494 * 
政党好感強度得点 -.002 . 448 .998 

社会運動共感度得点 -.526 . 406 . 591 

社会運動共感強度得点 . 694 . 414 2. 003 * 
政治的有効感（外的） -. 106 . 489 . 900 
政治的有効感（内的） . 817 . 509 2.263 
政治的義務感 1. 458 . 519 4. 296 *** 
議貝信頼度 -. 134 . 426 . 874 

政治的忌避意識 . 763 . 417 2. 144 * 

｛定壁｝ -10.655 4. 163 . 000 ** -25.555 7. 784 . 000 *** 
X 2 63. 787*** 109.576*** 

自由度 13 26 

-2対数尤度 140.477 94.689 

AIC 168.477 148.689 

Cox-Sne 11 R2 . 304 . 463 

Nagelkerke R2 . 443 . 675 

Hosmer&Lemeshow検定 . 474 .290 

的中率 83.0 89.2 

艇毯塾 176 176 

注） - p伍が.01未潤...p慎が.05未潤. •pf!(が. I未滋．
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4 沖縄の地域社会と投票率との連関

本論文では 2016年参院選における沖縄県選挙区を中心として、有権者の

投票参加メカニズムを検討してきた。本節では、集計レベルの分析と個人レ

ベルでの分析から得られた知見をまとめた後、そこから得られる含意を考察

する。

知見のまとめ

(1) 2016年参院選における都道府県別投票率と各都道府県の人口特性との

間に相関関係は確認されない。それに対して沖縄県内では、人口の規模

が大きく集中度の高い市町村ほど投票率が低い傾向にある。選挙当日有

権者数（対数）との相関係数は-.668、DID人口率との相関係数は・.487

である。

(2)地域社会の人口特性を中心とした重回帰分析の決定係数（調整済み R2)

は、都道府県では.1に満たないのに対して、沖縄県内市町村では.6を超

える。都道府県間の投票率の違いが人口特性によって説明しにくいのに

対して、沖縄県内市町村間の投票率の違いは人口特性によって説明しや

すいと言える。

(3)特に沖縄県内市町村では、他の変数を考應してもなお、人口の規模が大

きく集中度の高い市町村、つまり都市化度の高い市町村ほど投票率が低

い。かつて島袋 (1971)の指摘した殿村部ほど投票率が高いという特徴

は、今日の沖縄社会でも持続している。

(4)当初の予測には反して、沖縄県内市町村では持ち家世帯率が低く流動性

の高い市町村ほど投票率は高い。具体的には、竹富町、与那国町、座間

味村、渡嘉敷村といった自治体（島）において、有権者の投票参加には

独自のメカニズムが働いている可能性がある。

(5)さらに、沖縄県内市町村では、選挙の競争度が低い市町村ほど投票率は

高く、逆に選挙の競争度が高い市町村ほど投票率が低い。また、 1万人

あたり投票所数が多い市町村ほど投票率が甜く、降水枇の多い市町村ほ
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ど投票率は低い。投票環境が有権者の投票コストに影蓉を及ぽしている

と考えられる。

(6) 2016年参院選後に山形大学と琉球大学で行った大学生調査によれば、い

ずれの大学でも 15歳時に県内（山形大学では山形県、琉球大学では沖

縄県）に居住していた学生の投票参加率が高い。また、クロス集計によ

れば地域愛狩度が強いほど投票する傾向にあるものの、他の変数の影響

を考慮すると地域愛着度の影響は確認されない。

(7)投票への参加を 1、棄権を 0とするダミー変数を目的変数とした二項ロ

ジスティック分析によると、山形大学生では参院選に関する知識を持つ

学生ほど、政党に対する好感度が強い学生ほど、その強度が高い学生ほ

ど、投票に参加しやすい。琉球大学生では、 15歳時に県内に住んでいた

学生ほど、政治的義務感の強い学生ほど、政治全般に関する知識を持つ

学生ほど、投票に参加しやすい。

(8)ただし、他の変数の影響を考慮してもなお、琉球大学生では 15歳時に

沖縄県内に住んでいたかどうかが投票に参加するかどうかに影響を及ぼ

している。

含意と課題

以上の知見から得られる含意は以下の 3点である。

第 1に、沖縄県内市町村間における投票率の違いを地域社会の人口特性に

よって説明しやすいことは、沖縄の選挙過程における地域社会の影蓉の強さ

を示唆している。第 2節の分析によれば、 2016年時点では沖縄県内でも都

市化が進んでいない地域ほど、また、競争が激しくない地域ほど投票率が高

かった。逆に都市部では他県と同じように低投票率であった。こうした選挙

イメージは、蒲島 (1988) でまとめられたようなかつての日本の典型的な

選挙イメージに近い。近年、全国的な趨勢とは逆に自公政権に厳しい国政選

挙の結果が続いてきた沖縄でも、投票参加という観点からみれば他の地域と

同様の特徴を有していると考えることができる。

しかしながら第 2に、これまでの国内外の研究とは異なって、沖縄県内で
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人口の安定性が低い市町村（沖縄本島以外の一部の地域）で投票率が高い点

は、従来の選挙イメージでは捉えきれない。人口の安定性と投票率の連関を

示した従来の研究では、帰属感や連帯感、政治知識の獲得、潜在的な移住可

能性の低下などが投票率を上昇させると考えられてきた (cf.Geys2006a: 

644)。地域との心理的距離が縮まるという側面もあるだろう（三宅・西澤

1997: 202)。しかしながら、こうした従来の議論では捉えきれない選挙過

程が沖縄県内に存在する可能性がある。

第 3に、大学生調査の分析において地域愛着度の効果が確認できなかった

ことは、少なくとも今回の調査対象となった学生の中では、 15歳時居住地

が地域愛着度よりも政治的義務感の強度や政治的知識の豊富さをもたらし、

投票参加につながっている可能性を示している。住民栗の未移動に起因する

若年屈有権者の棄権も、住民票を移動させるか否かという点では政治的義務

感に、不在者投票や期日前投票を利用できるか否かという点では政治的知識

に関わっている。ただし、義務感や知識の影蓉を考慮してもなお、 15歳時

に沖縄県内に居住していた学生のほうが投票には参加しやすい傾向にある。

集計レベルでの分析をあわせて考えれば、今回の大学生調査で設問できなか

った居住地域人口の規模、集中度、安定性の影蓉が考えられる。

以上の検討をもとにして沖縄の民意を投票率という観点から捉えると、参

院選の投票率が全国と同水準にとどまった要因の 1つは、沖縄県内の都市化

にある可能性が高い。集計レベルでみると人口の規模や集中度の低い農村部

で投票率が高く、その中には人口の安定性の低い地域も含まれている。また、

大学生調査の結果によれば 15歳時に県内に居住していた場合のほうが投票

に参加しやすい。こうしたデータと県全体での低投票率を整合的に理解する

うえでは、都市部住民の比率の大きさが鍵となる。その背景には沖縄県内に

おける開発の進展や第 3次産業の成長があるものと推察される。

もっとも、本論文の検討は 2016年という一時点に限られたものであり、

時系列分析や他選挙の分析によって検討を重ねていく必要がある。また、個

人レベルの分析で用いた大学生調査のデータは沖縄の有権者や若年屈を代

表するものではなく、より正確な調査データを広範に収集した分析が求めら
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れる。さらに、出身地域のネットワークである郷友会の影響の検討も今後の

課題として残されている。
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附録 1 沖縄県内市町村地図

芦：
o•,li6n 

fJQ紐
~ 

璽mH
D 
冨皿

醗
1".U. 

減名霰n·~ 
洩名tFA

0ヽ“

`
H
m
叡
"

•
這

m
叡¢
 

＂寮＂必

＂霞
。
且
虞
比
駄

i
 ~~ 

で
i

三5 / 

-0-

"'!'贔Ienて〉
(fl富） 玉蟷聞且

二

io芸一塁
。転軍H

” 
~ Da

 

（北東m

゜；吹買

補図 1 沖縄県内市町村地図

出所）沖縄県庁「各市町村の位個と島名」

http://www.pref.okinawa.jp/site/kikaku/tochitai/documents/oki・ctvi.gif 
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附録 2 集計レベルの分析に用いたデータ

補表1 集計レベルの分析に用いたデータ
翠

2016年お院還投口平(%)

還拳当日有権行数（対数）
DID (人口集中地区）居住人口率(%)
屁市化度日点

持ち家tlJ:搭 *(%) 
地域流動性筍点

還辛区定数1あたり有効候補者数

打権行）万人あたり投四所数

投四時間短箱投翠所串（％）

,pr方炉
投口者数／還単当 IJ.fi•11.r,- 改

還滋当0:/i権行数を.ti数変換
DID居住人口数／人口総数

下記変数の第1主成分符点

遺挙当 Uff憎抒改（対数）

DID居住人口数／人n総数

第1次殻稟就稟行数／就稟打紐数
65級以K人口数／人n認数

符ち家世搭数／世朽紀数

下記変数の第1主成分符点

持ち家Ill:搭数／供搭捻数

他爪出~6年木泊屈住行数/\I}(!:年数判1月糾11::11・紀数

直近1年間転入行数／人n給数

打効快補行数／定数

投稟所総数／還単当a:,.-権行数X10,000 
時間短紹投只所数／投烈所詑散

出
紐務省ウェプサイト、
沖縄只選挙仔踵委R会ウェプサイト
同 t
統計で見る市区町村のすがた
同 I:

囚勢m査2015
旧勢口査2015、
統計でみる市区町村のすがた

紀務行ウェブサイト、
沖縄凩選単笠理委U会ウェプサイト
同上
閲J:

33 

応水Ii!:<=. 7-20峙） ＂名間ごとの悶水伍を合計 気象Ii'ウェブサイト（過去の気象デーク検索）
岱道府凩は凩Ii'所在地

沖碍凩和Ii町TTLサl行の円籾,ti

集計レベルの分析に用いたデータの加工方法と出所は補表 1の通りであ

る。投票率をはじめとする選挙データと国勢調査データは、下記 URLから

ダウンロードして使用した。その他のデータは、総務省統計局刊行『統計で

みる市区町村のすがた 2017』を用いた。参院選が執行されたのは 2016年 7

月 10日である。その時点での正確なデータを用いることが望ましいが、技

術的に不可能なため、近似的な値として 2017年度版に収録されたデータを

用いることにした。 2017年度版では 2016年度のデータ、または 2016年度

時点で入手可能な最新データを収録している。本データには都道府県別のデ

ータも収められている。

・総務省統計局「平成 27年国勢調査」

http://www.sta t.go.j p/ da ta/kokusei/2015/kekka.h tm 

・総務省自治行政局選挙部「平成 28年 7月 10日執行 第 24回参議院議員

通常選挙結果調」

http://www.soumu.go.jp/main_content/000430170.pdf 

・沖縄県選挙管理委員会「参識院沖縄県選挙区選出識員選挙及び参鏃院比例

代表選出議員選挙共通事項 平成 28年 6月 22日公示 平成 28年 7月
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10日執行」

http://www. pref.okina wa.lg.jp/site/senkan_i/documents/2_kyou tsu. pdf 

・沖縄県選挙管理委員会「平成 28年版 選挙管理委員会年報」

http://www.pref.okinawa.lg.jp/site/senkan_i/documents/nennpou28.pdf 

なお、「都市化度得点」と「地域流動性得点」を算出した主成分分析は、

集計の単位それぞれに合わせて行った。

都市化度の主成分分析の概要は以下の通りである。都道府県（鹿児島県は

除く）では、固有値 3.078、寄与率 76.942%であった。因子負荷最は、 DID

居住人口率.918、選挙当日有権者数（対数） .895、第 1 次産業就業者率—.856 、

65 歳以上人口率—.838 であった。沖縄県内市町村では、固有値 2.824、寄与

率 70.600%であった。因子負荷最は、 DID居住人口率.870、選挙当日有権

者数（対数） .830、第 1 次産業就業者率—.831 、 65 歳以上人口率—.829 であ

った。

地域流動性の主成分分析の概要は以下の通りである。都道府県（鹿児島県

は除く）では、固有値 2.296、寄与率 76.518%であった。因子負荷低は、

持ち家世帯率—.872、他県出身 5 年未満居住者率.774、直近 1 年間転入者

率.968であった。沖縄県内市町村では、固有値 2.117、寄与率 70.576%で

あった。因子負荷祗は、持ち家世帯率—.668、他県出身 5年未満居住者率.908 、

直近 1年間転入者率.920であった。
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附録 3 大学生調査の分析に用いたデータ (Q番号は附録 4参照）

補表2 大学生調査の分析に用いた変数

恋
投四お加
属性

15'18.'f屈住地

性別

年齢

学翌経QJJIR数

体〇喧

屯学

政柏的会話得点
15虚閃

戌在

ネットワーク

友人数<a常）
友人数（遠距11'.1)
社会運動e加経象

メディア情惇取得褐点
知m項日数
政柏全般
2016年む院還

心理的
地域愛W度褐点
政治関心度
政策関心度褐点（全般）
政策関心度得点（保革）
政党好感度得点
政党好感強度得点
社会運動共感度筍点
社会運動共感強度褐点
政治的打効感（外的）
政治的イi効感（内的）
政治的義務感
議只信頼度

攻泊的，忌渭,ff;~

四 コーディング
19 I=投粟.O=菜権

!=A¥内.O=県外

I=男性.2=女性．その他
23はまではそのまま。 23ほ以J:は23

15 選択項日数を合計
16 還択項目数を合計

13 第1主成分褐点 (I=該当者がいない.2=ほとんど.3=あまり.4=ときどき.5=よく）
12 第1主成分褐点 (!=It当者がいない.2=ほとんど.3=あまり.4=ときどさ.5=よく）

7A O=O人, 2=1-3人, 5=4-6人, 8=7-9人, 10=10人以J:
7B O=O人, 2=1-3人, 5=4-6人, 8=7-9人, 10=10人以J:
25 I=あり.O=なし（選択肢2から4のいずれかを選択）
11 第1主成分得点 (1=ほとんど.2=あまり.3=ときどき.4=よく）

14 正答項目数を合計
21, 23 知っていた項目数を合計

4 主成分掛点 (I=まった<.2=あまり.3=どちらともいえない.4=ある程度.6=非常に）
8 1=まった<.2=あまり.3=ある程度.4=とても
17 第1主成分柑点 (I=ない.2=あまり.3=ある程度.4=ある）
17 第2主成分捐点 (I=ない.2=あまり.3=ある程度.4=ある）
18 第1主成分捐点 (I=もっていない， 2=あまり.3=よくわからない.4=やや， 6=もっている）
18 第1 主成分t!l点 (O=よくわからない• I=あまり．やや， 2=もっていない．もっている）
26 第1主成分得点 (I=共感できない.2=あまり.3=よくわらからい， 4=少しは.5=共感できる）
26 第1主成分褐点 (O=よくわらからい. 1=少しは．あまり.2=共感できる．共感できない）
27A I=そう思う， 2=やや.3=あまり. 4=そう思わない
27B I=そう思う. 2=やや.3=あまり.4=そう思わない
27C I=そう思う.2=やや.3=あまり. 4=そう思わない
270 I=そう思う.2=やや. 3=あまり、 4=そう思わない
2_71' I=そう息う， 2=やや， 3=あまり， 4=そう思わない

大学生調査の分析に用いた変数のコーディング方法は補表 2の通りであ

る。各種の主成分分析は、分析単位が大学生個人という点で共通するため、

大学を問わずに回答者全員を対象として行った。その概要は以下の通りであ

る。

政治的会話 (15歳時）では、固有値 3.025、寄与率 50.418%であった。

因子負荷祉は全項目で.4を超えた。政治的会話（現在）では、固有値 2.152、

寄与率 35.874%であった。因子負荷祉は全項目で.4を超えた。メディア情

報取得では、固有値 2.447、寄与率 30.584%であった。因子負荷最が.4を

超えたのはプログ.779、インターネットの掲示板.760、動画投稿サイト.731、

インターネットのホームページ.612、SNS.518であった。インターネット

上からの情報取得に関する主成分とみられる。
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地域愛着度では、固有値 1.701、寄与率 85.059%であった。因子負荷藷

は、現在住んでいる市町村.922、現在住んでいる都道府県.922であった。

政策関心度は、第 1主成分では固有値 4.684、寄与率 42.584%、第 2主成

分では固有値 1.409、寄与率 12.806%であった。因子負荷拭が.4を超えた

のは、第 1主成分では全項目、第 2主成分では憲法改正.500、日本の領土問

題.481、在日米軍基地.455、社会福祉・社会保障—.438 であった。第 2 主成

分は、保革イデオロギーヘの関心度に関する成分とみられる。政党好感度で

は、固有値 2.415、寄与率 40.527%であった。因子負荷最は自民党.304を

除いて.4を超えた。政党好感強度では、固有値 3.784、寄与率 63.062%で

あった。因子負荷最は全政党で.4を超えた。社会運動共感度では、固有値

3.058、寄与率 43.679%であった。因子負荷蔽は反グローバリズム運動.353

を除いて.4を超えた。社会運動強度では、固有値 3.131、寄与率 44.724%

であった。因子負荷蛋は全項目で.4を超えた。

附録 4 大学生調査の分析に用いた質問 (0番号は調査票のまま）

Ql あなたの性別をお答えください。

I 1. 男性 2. 女性 3. その他（

Q2 あなたの年齢をお答えください。

Q3 あなたが 16歳時にお住まいだった都

道府県をお答えください。

歳

都道

府県

Q4 あなたは、次にあげる地域にどれくらい愛培を感じていますか。もっ

とも近いものをそれぞれ 1つ選んでください。
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非珀てい常をる感に 愛じ 愛あじて芍るい程をる感度 もどいちえらなとい 符あていまをな感りい愛じ 珀しまヽなっをし感た‘ くじ 愛て

A. 現在住んでい
1 2 3 4 5 

る市町村

B. 現在住んでい
1 2 3 4 5 

る都道府県

Q7 あなたの友人の数についておうかがいします。下記のそれぞれについ

て、おおよその人数をお答えください。

0人 1---3人 I 4---6人 I 7---9人 I 10人以上

A. 日常的に接する友人

B. 遠距離で親しい友人

1
-
1
 

2
-
2
 

3

＿
3
 

4
-
4
 

5
-
5
 

QB あなたは政治（選挙、政治家、政策を含む）にどれくらい関心がありま

すか。

1 

とてもある

2 

ある程度ある

3 

あまりない

4 

まったくない

Qll あなたは、ふだん、次にあげるメディアから、政治についての情報を得

ることがありますか。もっとも近いものをそれぞれ 1つ選んでお答えく

ださい。

よくある
ときどき

あまりない
ほとんど

ある ない

A. 新聞 1 2 3 4 

B. テレピ 1 2 3 4 

C. 電子メール (PC、携帯電話等） 1 2 3 4 

D. インターネットのホームページ 1 2 3 4 

E. ィンターネットの掲示板 1 2 3 4 

F. プログ 1 2 3 4 

G. SNS 
1 2 3 4 (Twitter、Facebook、LINE等）

H. 動画投稿サイト (Youtube等） 1 2 3 4 
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Q12 あなたは、政治（選挙、政治家、政策を含む）について、次にあげる方々

とどれくらい話をしますか。もっとも近いものをそれぞれ 1つ選ん

でお答えください。

よくする
ときどき あまり ほとんど 該当者が

する しない しない いない

A. 父親 1 2 3 4 5 

B. 母親 1 2 3 4 5 

c. 兄弟姉妹 1 2 3 4 5 

D. 祖父母 1 2 3 4 5 

E. 友人 1 2 3 4 5 

F. 先生 1 2 3 4 5 

Q13 あなたは 15歳時に、政治（選挙、政治家、政策を含む）について、次

にあげる方々とどのくらい話をしていましたか。もっとも近いもの

をそれぞれ 1つ選んでお答えください。

よく ときどき あまりして ほとんどして 該当者がい

していた していた いなかった いなかった なかった

A. 父親 1 2 3 4 5 

B. 母親 1 2 3 4 5 

C. 兄弟姉妹 1 2 3 4 5 

D. 祖父母 1 2 3 4 5 

E. 友人 1 2 3 4 5 

F. 先生 1 2 3 4 5 

Q14 政治に関する質問について、正しいと思う選択肢をお答えください。

A. 内閣総理大臣は三権のうち、どれの長でしょうか。

I i . 立法 2 . 行政 3 . 司法
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B. 日本国憲法における戦争放棄は何条に規定されているでしょうか。

I i . 第 1条 2. 第 9条 3. 第 25条 4. 第 96条

C. 参議院議員の任期は何年でしょうか。

1 1 . a年 2. 4年 3. 5年 4. 6年

D. 現在の財務大臣は誰でしょうか。

I i. 伊吹文明 2. 麻生太郎 3. 石原慎太郎 4. 谷垣禎一

E. 沖縄県が制定している「慰癌の日」はいつでしょうか。

11. 4月 28日 2. 6月 23日 3. 8月 6日 4. 8月15日

F. 政府が「全国戦没者追悼式」を行っているのはいつでしょうか。

¥ 1. 4月 28日 2. 6月 23日 3. 8月 6日 4. 8月 15日
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Q15 あなたは中学校または高校で、下記のような授業を受けたことがあり

ますか。あてはまるものをすべてお答えください。

1. 戦争についての体験を聞く 2. 模擬投票 3. 模擬裁判

4. 議会の傍聴 5. デイベート・ディスカッション

6. 新聞等を活用した時事問題の学習 7. 社会科見学

8. その他（

Q16 あなたは中学校または高校で、次にあげる事柄を習った覚えがありま

すか。あてはまるものをすべてお答えください。

1. 日本国憲法は容易に改正することのできない硬性憲法である

2. 日本は議院内閣制である

3. 選挙での投票以外の政治参加の手段がある

4. 第 2次世界大戦後、長期にわたり自民党の一党優位が続いた

5. 政治家、官僚、業界団体の密接な関係を鉄の三角形と呼ぶ

6. 日米安全保障条約によって、アメリカ軍の日本国内への駐留が認められ

ている
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Q17 あなたは次に挙げるような政策課題にどれくらい関心がありますか。

関心がある
ある程度 あまり

関心がない
関心がある 関心がない

A. 日本の TPPへの参加 1 2 3 4 

B. 日本の領土問題 1 2 3 4 

C. 在日米軍基地 1 2 3 4 

D. 景気の動向・経済対策 1 2 3 4 

E. 雇用・労働待遇 1 2 3 4 

F. 社会福祉・社会保阻 1 2 3 4 

G. 少子化対策・子育て支援 1 2 3 4 

H. 原子力発電・エネルギー 1 2 3 4 

I . 地域振興・地域活性化 1 2 3 4 

J. 教育・冑少年育成 1 2 3 4 

K. 憲法改正 1 2 3 4 

Q18 あなたは次に挙げる政党にどれくらい好感をもっていますか。

好感をも
やや好感 あ まり好 好感をも

よくわか

っている
をもって 感をもっ っていな

らない
いる ていない

＂‘ 
A. 自民党 1 2 3 4 5 

B. 公明党 1 2 3 4 5 

C. 民進党 1 2 3 4 5 

D. 共産党 1 2 3 4 5 

E. おおさか維新の会 1 2 3 4 5 

F. 沖縄社会大衆党 1 2 3 4 5 

Q19あなたは今年の参議院選挙で投票に行きましたか。

1 . はし‘ 2. いいえ
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Q21 今年の参議院選挙について、投票日時点であなたのお住まいの選挙区

の候補者の氏名を知っていましたか。

1 • はVヽ 2. いいえ

Q23 あなたは今年の参議院選挙の時点で、選挙権が 18歳に引き下げられ

たことを知っていましたか。

1 • はVヽ 2. いVヽえ

Q25 あなたは、今までに集会やデモなどの社会運動に参加したことはありま

すか。

1 . 参加したことがある

2. 参加しことはあるが、今後参加したいとは思わない

3. 参加したことはないが、機会があったら参加してみたい

4. 参加しことはないし、これからも参加しない

Q26 あなたは次に挙げる社会運動にどれくらい共感できますか。あなたの

気持ちにもっとも近いものをそれぞれ 1つ選んでお答えください。

共感 少しは共
あまり共

共感でき よくわか

できる 感できる
感できな

ない らない
し‘

A. 脱原発運動 1 2 3 4 5 

B. 安保法制反対運動 1 2 3 4 5 

C. 在日米軍基地に抗議する運動 1 2 3 4 5 

D. 環坑保護運動 1 2 3 4 5 

E. 不安定な屈用労働者の権利や
1 2 3 4 5 

待遇に関する運動

F. マイノリティの権利に関する
1 2 3 4 5 

運動

G. 反グローバリズム運動 1 2 3 4 5 
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Q27 次にあげる政治や選挙についての考えに対して、あなたの気持ちにも

っとも近いものをそれぞれ 1つ選んでお答えください。

そう思う
やや あまりそう そう

そう思う 思わない 思わない

A. 自分のようなふつうの市民は政府の

することに対して、それを左右する 1 2 3 4 
力はない

B. 政治や政府は複雑なので自分には何

をやっているのかよく理解できない 1 2 3 4 

C. 選挙では大勢の人々が投票するのだ

から自分ひとりくらい投栗しなくて 1 2 3 4 
もかまわない

D. 国会議貝は大雑把に言って、当選し
1 2 3 4 

たら国民のことを考えなくなる

E. どちらかといえば、選挙には男性が
1 2 3 4 

立候補したほうがよい

F. デモには社会を変える可能性がある 1 2 3 4 

G. 自分は、できることなら政治とはか
1 2 3 4 

かわりあいたくない


